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はじめに

　宅建士試験に合格するためには、どんな学習をするのが効果的でしょうか。
　できるだけ短時間で効果的な学習をして合格したいと考えれば、当然の疑問で
す。しかし、それは、ただ単に覚えようとしたり、やみくもに問題を解くことで
はありません。
　その答えは、合格に必要不可欠な知識を、必要な限度で理解・整理して頭に入
れ、問題を解く力にまで高めることです。キーワードは、「わかって合

う

格
か

る」。そ
の心は“理解あってこそ、はじめて合格する”です。
　そのために、本書では、本試験の出題傾向を徹底的に分析し、次のコンセプト
で、合格に必要不可欠な情報を掲載しています。もちろん、初めて学習する方々
でもスムーズに理解できるように、わかりやすさには特に留意しました。

❶  過去問の分析を通じて、押さえるべき事項を絞り込みました。直近の2018
年度（平成30年度）を含む、12年間の本試験での出題事項にはアンダーラ
インを引き、出題年も記載しています。ここを拾っていけば、一気に重要な
基本事項がマスターできます。

❷  重要なキーワードや数字は、付属の赤シートを用いて暗記できます。

❸  必要に応じて「ケース（具体例）」を用いて説明しました。実戦的な受験対
策ができます。

❹  整理が必要な箇所は、簡略に図表化し、理解や記憶に必要な着眼点や整理の
ポイントを随所に織り込みました。

❺  準備が不可欠な最近の改正ポイントは、「 最近の改正 」で明示しています。

❻  仕上げとして 「厳選過去問プレミアム50」、これをやれば完璧です。

❼  手軽で機動的な学習ができるように、４分冊構成としました。

　皆さんが本書を集中的にマスターされ、2019年度の宅建士試験の合格を勝ち
取られることを心よりお祈りしています。

　合格はすぐそこにあります。
 2018年10月吉日
 TAC宅地建物取引士講座 主任講師
 木曽　計行
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本書の利用方法

本書は、直近の試験の出題傾向を徹底的に分析し、 マスターすべき事項を丁寧に
絞り込みました。合格に必要不可欠な知識を、きっちり理解・整理して頭に入れ、問
題を解く力に結びつける̶これが本書のコンセプト、「わかって」「合

う

格
か

る」です！

まずは「全体像」をつかもう！11
宅建業法  入門

合格するための

「宅建業法」の傾向と対策
　「宅建業法」は、宅建士試験の出題数50問のうちの４割、つまり20問が出題さ
れる最も重要な分野です。
　それでは、この「宅建業法」での得点目標を見てみましょう。

　次の表をご覧ください。これは、2013年度～2017年度の、本試験の合格点と
合格者の平均的な「宅建業法」における得点です（本書は2018年度本試験の出
題を分析・検討の上作成していますが、執筆時点では全体の合格点等は未公表で
す。ただし、出題内容や難易度等から、2018年度の合格者の平均的な『宅建業
法』での得点は概ね15点程度と推定されます）。ここから合格戦略が見えてきます。

2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度

本試験の合格点 33/50 32/50 31/50 35/50 35/50
合格者の平均的な
「宅建業法」での得点 16/20 14.5/20 13/20 15.5/20 15/20

　合格するには、ほぼ16点程度という高得点を得る必要があることがわかりま
す。ですが、裏返して言うと、しっかり学習すれば誰でも８割程度の得点が可能
ということです。このことと、合格点が50問中35点前後であり、「宅建業法は50
問中20問を占める」ことをあわせて考えれば、合格対策として、非常に重要な戦
略が見えてきます。つまり、①「宅建業法」を圧倒的に得意科目にすること、そ
して、②このことが合格には不可欠であるということです。したがって、得点目
標は、満点近く、少なくとも18点程度をねらう。

木を見て森を見ないで始める学習は、効率的ではありません。そこで、まず
は、宅建業法の全体像について、２つのことをつかんでおく必要があります。
１つは、宅建士試験における宅建業法の位置づけ、もう１つは、宅建業法の目
的とその目的を達成するための手段です。大まかに把握しておきましょう。
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本書 冒頭

各 Section 冒頭 スムーズに本文に入るための
 『Introduction』
各Sectionの冒頭では、そこで
マスターする学習内容のポイン
トや得点配分などについて、簡
潔にまとめました。

パッとすばやく全体を俯瞰！
 『基本テーマ32』　
本書の冒頭では、きっちり押さえておきたい 
“基本テーマ”をコンパクトに整理しました。
「効果的な学習の出発点」として、試験の全
体像を、イメージで一気につかみましょう！

効率的な学習の“ナビゲーター”！
 分野ごとの『傾向と対策・全体像』　
各分野の冒頭は、直近の2018年度
（平成30年度）本試験の傾向分析や、
その分野の本試験における位置づ
け、学習方法を、“ガイダンス”として
まとめました。合格するために攻略
すべき本試験の全容を、ここでしっ
かり把握しましょう。

各編 冒頭

4
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本試験対策の“最重要ポイント”が一目瞭然！22

 余裕のないときは後回しに！！
関連知識や学習の優先度が低い事項は、タイ
トルを薄い色（灰色）で表記し、内容表記も、文
字を小さく控えめにしました。時間に余裕のな
い方はここを後回しにする、または省略するの
も、ひとつの戦略です。

狙われた箇所がハッキリわかる！
 アンダーラインと出題年度表示
平成19年度から直近の30年度（12年分）の本試験で出題された事項には、アンダーライン
を引き、出題された年度を併記しました。「どこが出たか」がピンポイントでわかり、今年の
出題が予測できます。また、本試験直前にはアンダーライン部分だけを拾い読みすれば、
過去12年間分の出題ポイントを短期間で一気に集中カバーできる仕掛けです。

今年は特にココをマーク！
 『重要』アイコン
何度も確認してほしい重要項目にはアイ
コン表示しました。ここでの内容は、絶
対にしっかりマスターしておきましょう！　

合格のための必須情報！
 『最近の改正』アイコン
本試験で問われやすい、直近および近
時に行われた法改正箇所について、わ
かりやすくアイコン表記しました。

ココが「わかって合
う

格
か

る」POINT！

5
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暗記事項も
ばっちりインプット！
赤シート対応
絶対に覚えておきた
いキーワードや重要
数字などは、付属の赤シートを
使って徹底暗記しましょう！

きっちり理解・整理して覚える！33

「わか合
う

格
か

キャラクター」が
学習アドバイス！
 『学習のPOINT KK』
 『ひとことKK』
著者・木曽先生からの「+αの注釈」や、
理解をさらに深めるためのヒントおよ
びワンポイントアドバイスです。「ふ～
ん」「なるほど！」……目からウロコの
お役立ち情報満載です。

豊富な図表！
 『理解しよう』
 『試験に出る！ POINT整理』
 『ゴロで覚える』
 『出題される具体例』
「試験によく出題される事例」
や、覚えるべき点をギュッと集
約した「まとめの図表」を、ビジ
ュアルでわかりやすく表現し、
要所要所に配置しました。重要
ポイントをここでしっかり整理
しましょう。
“ゴロ合わせ”は、いっぺんにい
ろいろ覚えられますので、うま
く活用しましょう！

6
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問題を解いて“合格力”を養成！44

理解度チェック＆知識を定着！！
 『重要！ 一問一答』
本文の内容と関連づけて本試験でよく問わ
れる典型的な出題を厳選して、シンプルな
「一問一答」にしました。理解度の確認と知
識の定着に役立ちます。

過去問で構成された“最強の予想模試”!!
 『厳選過去問プレミアム50』
巻末には、今年の出題が予想されるテーマ
に沿って厳選した「過去の本試験問題」を、
本試験と同形式で配置しました。テキスト
を読んだら即チャレンジ、問題を解く力が
確実に身に付いたかどうかを、実戦レベル
でチェックできる仕組みです。

7

　宅建士本試験は、例年 4月1日現在施行中の法令等に基づいて出題されます。本書
執筆時（2018年 10月末現在）以後に施行が判明した法改正や最新の統計データ等に
ついては、Web登録によって無料ご提供する『法律改正点レジュメ』（2019年７月に発
送予定）で対応いたします。

　ご希望の方は、お手元に本書をご用意の上、インターネットの下記「情報会員登録ペー
ジ」からご登録ください（要・パスワード、登録期限／ 2019年 9月30日）。

登録用パスワード：本書の裏表紙の一番下・右側に記載の13桁の数字　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　（例：000-0000-0000-00）

★ 法改正・統計情報対策も万全!! 『TAC情報会員』のご案内 ★
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　　　は、過去 12年間の当該論点の出題回数が８回であることを表します

 わかって
合格る  第1編  Chap. 2 Sec. 22  は、本文の第１編 の Chapter2 - Section2を表します

　宅建士試験 50問のうち、正答率 70％以上の問題（つ
まり、簡単で絶対に落としてはダメな問題）が、30 問前
後出題されます。これらの問題の多くはよく出る特定の
テーマから出題されています。そこで、頻出・基本テー
マを手早く理解して、効果的な学習につなげましょう。
　では、合格のエッセンスぎっしりの 「基本テーマ 32」
イッキ読み、スタート！！

１時間で宅建士試験大
おお

づかみ

まずはここから！

基 本
テーマ

32

過去12年過去12年
の出題の出題

88回回
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制限行為
能力者制度 意思表示

未成年者の他に、認知症の大人なども、
保護してあげる必要がありますよね。
それぞれについて、どのように保護さ
れているかを学習していきましょう。
大人については、３つのタイプが用意
されています。判断能力の低い人ほど
手厚い保護が必要ですから、「判断能力
のレベル」をつかむことが、まず大切。

ここでは、このように自分の本心と違
う契約を結んでしまった場合の処理が
テーマです。さらに、事情を知らずに
Ｂから購入したＣ（このような人のこ
とを第三者といいます）がいるときは、
どうなるのでしょうか？　Ａから突然
「返せ」と言われたら、Ｃはビックリし
ますよね。この第三者ＣとＡとの関係
も焦点。

未成年者など判断能力が十分でない人
を守るために設けられている制度。例
えば、子供には親が保護者としてつけ
られています。ところが 15歳のＡ君
が１人でＢと契約を結んでしまった。
もしかしたら、ヤバい契約かもしれな
い！　そんな事態に備えて、民法は、そ
の契約を後からなかったことにできる
仕組みを設けています。

Ｂにだまされて家の売買契約（例 　「売
る」という意思表示をする）を結んだ
Ａは、後で、やっぱりその契約をやめ
たいと後悔した。このままじゃＡがか
わいそう。Ｂはヒドイ奴だ。
この場合、もちろんＡは、契約をとり
やめることができます。

民法等

1
民法等

2

合格のPOINT合格のPOINT 合格のPOINT合格のPOINT

わかって
合格る  第1編  Chap. 1 Sec. 2

過去12年過去12年
の出題の出題

77回回
わかって
合格る  第1編  Chap. 1 Sec. 3

過去12年過去12年
の出題の出題

1010回回

（15歳）

（保護者に内緒で）
その家を買いたい！

A

C

B

保護者
（　Ａ君の親）例

だます

A B
売ります

26
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代理人は、本人のために契約を結ぶ権
限（代理権）をちゃんともって、相手
方と代理人として契約を結ばなければ
なりません。ただし、悪いことをする
人もいる。例えば、頼んでいないのに
Ｂが「私はＡの代理人だ」と言って、Ａ
の家を他の誰かに売ってしまう。これ
を無権代理といいます。もちろん、Ａ
は売ったことにならないのが原則。

どんな場合に契約（約束）を守らなか
ったことになるのでしょうか？　それ
が、債務不履行の要件です。また、Ａ
Ｂ間の契約が解除されたとき、すでに
Ｂからこの家を買っていた第三者Ｃの
立場はどうなるのかについても、きっ
ちり押さえておかなければなりません。

債務不履行
・解除

マイホームなどを売却するとき、一般
的には不動産屋さんに頼みますよね。
このように人に頼んで、本来は自分が
やるべき売買契約などをやってもらう
ことを代理といいます。自分で出向か
ないのに自分が家を売ったことになる
という便利な仕組みです。

約束を守らないことを債務不履行とい
います。もちろん約束を破られたＢは、
損害を被れば賠償金をもらえますし、
契約を破棄（解除）して支払った代金
の返還を求めることができます。

代　理
民法等

3
民法等

4

合格のPOINT合格のPOINT

合格のPOINT合格のPOINT

わかって
合格る  第1編  Chap. 1 Sec. 4

過去12年過去12年
の出題の出題

77回回
わかって
合格る  第1編  Chap. 2 Sec. 1

過去12年過去12年
の出題の出題

88回回

本人 代理人 相手方

売ります

A B C

売主 A

売買契約

買主 B

A B
代金 3,000 万円を支払ったのに

家を渡してくれない……
なんてこった！ 約束違反だ！
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民法等  入門
合 格するため の

「民法等」の傾向と対策

① 民法等 …………………………………………… 14 問
② 法令上の制限 ……………………………  ８問
③ 宅建業法 ……………………………………… 20 問
④ 税・その他 …………………………………  ８問

条文   民法 1,000 条以上＋特別法
判例  

● 「民法等」の得点目標

最　　低  …………………………………  ７～９点
できれば  ………………………………… 10 点以上

● 本試験・全出題数 ………………… 50 問

　宅建士試験は、２時間で50問の問題を解いていく試験です。そして、その内容
は、全体では大きく上記①～④の４つの分野に分類することができます。これか
ら学習するのは、①の「民法等」です。「民法等」での出題は全50問のうちの14
問、主要な分野といえます。

　それでは、この 「民法等」での得点目標を見てみましょう。
　次の表をご覧ください。これは、2013年度～2017年度の、本試験の合格点と
合格者の平均的な「民法等」における得点です（本書は2018年度本試験の出題
を分析・検討の上作成していますが、執筆時点では全体の合格点等は未公表です。
ただし、出題内容や難易度等から、2018年度の合格者の平均的な『民法等』で
の得点は概ね８点程度と推定されます）。ここから合格戦略が見えてきます。

試験に合格するためには、攻略すべき試験の実態を把握しておく必要があり
ます。そこで、まず、宅建士試験における「民法等」の位置づけをつかんだう
えで、ここでの学習を始めましょう。
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2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度

本試験の合格点 33/50 32/50 31/50 35/50 35/50
合格者の平均的な
「民法等」での得点  7/14 7.5/14  7/14 8.5/14 8/14

　この表からは、合格するには、ほぼ７点～９点を得点する必要があることがわ
かります。安全確実な合格を考えれば、10点以上をねらいましょう。

＊ 2018 年度の詳細な合格ラインの分析や『わかって合格る宅建士シリーズ』
を利用した 2019 年度の本試験対策など、読者の皆さまに役立つ情報を、
TAC出版 HP で公開いたします（2019 年 1 月下旬予定）。

URL ➡ http://bookstore.tac-school.co.jp/wakauka/

　それでは、「民法等」についての攻略アドバイスです。基本的に、この分野での
出題は、かなり難しいといえます。民法だけでも1,000以上の条文がありますし、
さらに、特別法である不動産登記法、借地借家法、区分所有法からも出題される
のです。このように条文だけでも相当数あり、それに加えて、判例からもたくさ
ん出題されます。つまり、学習する範囲が広く、なかなか大変といえます。
　では、どうすれば得点目標の点数がとれるのでしょうか？
　範囲の広い「民法等」を学習する際の最重要ポイントは、①よく出るところは
徹底的に準備しておくこと、②誰もが得点できる問題を落とさないことです。つ
まり、頻出基本分野をしっかり身につけることが合格の要

かなめ

です。
　さらに、「民法等」では、ケース（事例）のかたちでの出題が多く見られます。
そのため、実践的に知識を身につける、つまり、「わかって合

う

格
か

る」ためには、具
体的な理解（本書でいえば「 出題される具体例具体例  」）を通じて理解していくことが、不
可欠かつ重要です。
　なお、近年の本試験では、2017年に成立・公布された民法の改正動向（施行
日は、基本的に2020年４月１日です。したがって、改正法自体は今年度の宅建
士本試験には無関係です）を意識した出題が見られることから、この分野におけ
る出題予測については、その点も考慮に入れています。
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「民法等」の全体像

　ここでは、契約を中心に、人と人
とのさまざまな法律関係について学
習します。
　例えば、Ａさんが、自分の建物を
Ｂさんに3,000万円で売り、Ａさん
は約束どおりの期日に建物を引き渡
したけど、いつまでたってもＢさん
が代金を支払ってくれません。あり
得る話ですよね。そのようなトラブ
ルの解決策である、お金で償わせる、
または、契約自体を解消するなどの方法（手段）について、学習していきます。

　そのスタートは、契約の締結です。だまされたなどという事態に備えて、「❶ 契
約を結ぶときに問題となること」について学習をします。
　次に、契約を結ぶと、当事者は、代金の支払などの法律上の義務を負うことに
なります。この、契約などから生じる義務を果たすことを、「履行」といいます。
そこで「❷ 契約履行の段階で問題となること」に関して学習します。
　さらに、不動産の貸し借りの事例（ケース）も出題されます。特に借り手を守
るために、民法上の賃貸借契約に加えて、特別な法律である「借地借家法（❸）」
に関しても、しっかりマスターしましょう。なお、民法上の賃貸借とあわせて❸
からは４問程度出題されることもあります。
　ところで、法律関係には、売買契約や賃貸借契約以外の契約や、それらに加え
て、契約以外の「その他の関係」もあります。例えば、「相続」。人が亡くなれば、
相続人が遺産を引き継ぎますよね。これは、ご存じのとおり、契約とは無関係で
す。そのような「❹ その他のいろいろな法律関係」に関しても学習します。

　以上のように、この「民法等」は、世の中全般、人と人との具体的な法律関係
を扱っていますので、本試験でも“事例形式”で出題されるわけです。したがっ
て、本書の内容の「具体例」を通じて、「具体的に」理解を進めていくことが、最
強の攻略法といえるのです。

　それでは、「民法等」、頑張って見ていきましょう！

❶ 契約を結ぶときに問題となること
❷ 契約履行の段階で問題となること
❸ 賃貸借契約・借地借家法
❹ その他のいろいろな法律関係

売買契約A B
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契約を結ぶときに問題となること
（売買契約を中心に考えてみよう）

Section

1

このChapterでは、売買契約に関するケースを念頭に置きながら、契
約を締結するときに問題となる事柄について学習していきます。
宅建士試験対策としては、いずれの Sectionも、重要なテーマです。

だまされて契約したら
～意思表示～

人に契約を結んでもらう
～代　理～

相手方が未成年者なら
～制限行為能力者制度～

“ 契約 ”ってなんだろう
～契約の成立要件など～

33

4

2

1

Chapter

民法等
第1編
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契約の全体像1

1 「契約」とは
　契約とは、「約束」のことです。
　例えば、ＡさんがＢさんに対して、自分の土地を1,000万円で売るという契約
を締結したとします。
　これは、Ａさんは「1,000万円と引き換えに自分の土地をＢさんに渡す」とい
う約束をしたことを意味します。その結果、Ａさんは、Ｂさんに対してその土
地を引き渡す義務を負いますし、その一方でＢさんは、それに対して、代金と
して1,000万円を支払う義務を負うことになります。

2 契約の成立 　　　　
　それでは、契約の成立に必要な要件は何かについて見てみましょう。Ａさん
がＢさんに、「この土地を売りましょう」と言う。それに対してＢさんが、「OK、
買いましょう」と言う。これで、契約は成立します。このように、契約は、Ａ
さんの「申込み」とＢさんの「承諾」が「一致（合

がっ

致
ち

）」することで成立します。
もちろん、反対に、Ｂさんの「申込み」とＡさんの「承諾」の一致でも、契約
は成立します。
　このように、契約の成立には、原則として、当事者の申込みと承諾の合致が
必要であり、かつ、それで十分です。したがって、契約書を作らなくても、た
とえ「口約束」でも、契約は成立します。

重要

H19・21

ここでは、民法等を学習する上で理解が必要な「契約」に関して、その意味
や成立要件などの基本事項を学習します。簡単につかんでおきましょう。

Introduction

“契約”ってなんだろう
～契約の成立要件など～

Chapter 1  契約を結ぶときに問題となること

1
Section

民法等
第1編
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〝
契
約
〞
っ
て
な
ん
だ
ろ
う

Sec.

11

Chap.

1

Chapter 1  契約を結ぶときに問題となること

3 契約の分類
諾
だく

成
せ い

契約（原則） 要
よう

物
ぶ つ

契約

内容 当事者の合意だけで成立する契約 合意のほかに物の引渡し
がないと成立しない契約

例
売買契約・賃貸借契約　等

（ほとんどの契約は諾成契約） 質権設定契約・使用貸借契約　等

　契約は、申込みと承諾の合致で成立するのが原則です。これを、申込みと承
「諾」だけで「成」立する契約ということから、諾成契約といいます。ただし、
例外的に、契約の成立に「物」の引渡しが必「要」な、要物契約というものも
あります。
　そしてさらに、対価の有無で分けられる有

ゆう

償
しょう

契約と無
む

償
しょう

契約があります。

有償契約 無償契約

内容 対価等の支払いのある契約 対価等の支払いのない契約

例 売買契約・賃貸借契約　等 贈与契約・使用貸借契約　等

どんな契約が要物契約や無償契約かについては、この本をひととおり
読んだ後にここに戻って、再確認してください。

4 契約の「有効・無効・取消し」
⑴　有効とは効果があること、無効とは効果がないことです。そして、「効果が
ない」とは、契約などを結んでも法律がその契約の実現に協力してくれない、
ということです。
⑵　無効となるものとしては、公

こう

序
じょ

良
りょう

俗
ぞく

違
い

反
はん

の契約があります。例えば、賭
と

博
ばく

やお金を受け取って愛人になる契約のように、常識に反する、社会的な妥当
性のない契約ですね。このような契約は、その実現に法律が協力するのは不
適当ですから、無効です（90条）。また、この無効は、誰に対しても主張するこ
とができます。

H19・27・30
H27

第１編.indb   7第１編.indb   7 2018/11/22   9:58:282018/11/22   9:58:28



⑶　取消しとは、一応有効だけれども「取り消します」と言うことによって無
効にすることです（121条本文）。なお、取り消されない限りは、有効なままです。

5 契約の効力発生の要件 　　　　

　契約の効力が発生するための要件には、条件や期限などがありま
すが、ここでは特に重要な停止条件を見てみましょう。なお、難し
い内容ですので、第１編をひととおり学習した後でもよいでしょう。

学習
のPOINT学習
のPOINT

⑴　停止条件とは、契約などの効力の発生を、成否未定の不確実な事実にかか
らせることをいいます。
　　つまり、「停止条件付きの契約」とは、例えば、転勤が決まったら売買契約
の効力を生じさせるという契約のことで、原則として、停止条件が成就した
（　 転勤が決まった）時から契約としての効力が生じます（127条１項・３項）。した
がって、停止条件付きの契約自体が有効に成立しても、条件の成否未定の間
は、契約としての効力は生じません。しかし、条件の成就によって利益を受
ける当事者は、条件の成否未定の間でも、その利益に対する期待を持ってい
ます。
⑵　そこで、①条件付き契約の各当事者は、条件の成否未定の間は、条件の成
就によってその契約から生じる相手方の利益を害してはなりません（128条）。
害した者は、不法行為（後で学習します）による損害賠償義務を負います。ま
た、②条件の成否未定の間における当事者の権利義務は、普通の権利と同様
に処分・相続・保存し、そのために担保を供することができます（129条）。さ
らに、③条件の成就によって不利益を受ける当事者が故意に条件の成就を妨
げたとき、相手方は、その条件を成就したものとみなすことができます（130条）。

「相手方は条件を成就したものとみなすことができる」とは、条件が成
就したものと扱うかどうかは、相手方の選択次第ということです。

　　なお、成就することのない不能の停止条件を付した法律行為は、最終的に
実現しませんので、無効です（133条１項）。

H29

H30

例
H30

H23・30

H23

H23
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「制限行為能力者制度」とは  重要1

1 能　力
　能力には、⑴権利能力、⑵意思能力、⑶行為能力があります。
⑴　権利能力とは、権利や義務の主体となり得る資格のことです。人は誰でも
出生すれば権利能力を取得し、死亡によってその能力を失います（３条１項）。
⑵　意思能力とは、自分の行為の結果を認識することができる能力のことです。
意思能力がない者のことを意思無能力者といいます。例えば、お酒を飲んで、
ぐでんぐでんに酔っ払った状況にある者が結んだ契約などは、効果が生じな
い、つまり、無効と考えられています（判例）。

本心から契約したとはいえないからです。

⑶　次に、一番重要な行為能力について。行為能力とは、単独で（自分１人で）、
完全に有効な法律行為（契約などのこと）をすることができる能力のことです。
　　民法は、10歳の子供など、判断能力が不十分な一定のタイプの人たち（「制
限行為能力者」）を守ることを目的として、「制限行為能力者制度」という救済の
仕組みを設けています。その者には保護者をつけ、１人では契約などをさせな
い、また、やってしまったときは「なかったことにできる」仕組みです。

つまり、制限行為能力者とは、「行為能力が制限された人」という意味
なのです。

H25

H19・24・30

判断能力が不十分な者を保護するための仕組みが「制限行為能力者制度」で
す。それには、「未成年者制度」という子供に関する制度と、もう１つは大
人に関する「成年後見制度」があります。

Introduction

相手方が未成年者なら
～制限行為能力者制度～

Chapter 1  契約を結ぶときに問題となること

2
Section

民法等
第1編
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2 制限行為能力者制度
　制限行為能力者には、未成年者（ 2  ）、成

せいねん

年被
ひ

後
こうけんにん

見人（ 3 -1）、被
ひ

保
ほ

佐
さ

人
にん

（ 3 -2）、被
ひ

補
ほ

助
じょ

人
にん

（ 3 -3）という、保護のされ方やその程度が異なってい
る４つのタイプがあります。

未成年者制度  重要2

1 未成年者とは
　未成年者とは、20歳未満の人のことです（４条）。
　男性の場合は18歳、女性の場合は16歳になれば結婚することができますが（未
成年者が結婚するには、父母の同意が必要ですが、父母の一方が同意しないときは、他

の一方の同意だけで足ります。 737条）、未成年者が結婚をした場合は、大人、つま
り成年者と扱われます（婚姻による成

せい

年
ねん

擬
ぎ

制
せい

、753条）。

結婚をするくらいですからませている
・・・・・

、成熟していると考えられるか
らです。

2 未成年者の保護者
　未成年者には、親権者、もしくは未成年後見人という保護者がつけられます。
未成年後見人については、一定の者の請求により家庭裁判所が選任するほかに、
遺言による場合もあります（839条、840条）。なお、児童虐待の防止等を図る観点か
ら、法人または複数の未成年後見人の選任も認められています（840条）。
　そして、未成年者自身が契約などを結ぶ場合には、保護者の同意を得なけれ
ばなりません（５条１項）。また、保護者に、自分に代わって契約などを結んでもら
うこともできます。自分に代わって契約などを結んでもらうことを代理といいます
が、法律によって一定の者が代理人となるので、このような代理人を法定代理人
といいます（824条、859条）。

H25

H20・22

H26

H20・22
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このような仕組みによって、未成年者は、完全に有効な契約などをす
ることができるのです。

3 法律行為の効果
⑴　未成年者が保護者の同意を得ずに１人で契約した場合、その契約は、自分
に損なものになるかもしれません。したがって、未成年者が単独で契約など
を行った場合には、原則として取り消すことができます（５条２項）。結んだ契
約は一応有効ですが、それを「なかったことにできる」わけです。
⑵　ただし、次の場合は、未成年者が単独で行っても取り消すことはできませ
ん（５条３項～６条）。

　　　　　① 単に権利を得、または義務を免れる行為
　　　　　② 法定代理人が処分を許した財産の処分行為
　　　　　③ 許可された営業に関する行為

　　①は、例えば、負担のない贈与（タダでもらうだけ）の場合です。②は、親か
らもらったお小遣いでお菓子を買うような場合、そして③は、親がきちんと判
断して、未成年者に営業の許可を与えた場合で、このときは、未成年者であっ
ても、その営業に関しては成年者と同一の行為能力を有することになります。

いずれも、未成年者が損をしないといえるような場合です。

4 保護者の権限
　未成年者の保護者は、同意権・代理権を持っています。そして、未成年者が
１人で契約を行った場合には取り消すことができる、つまり、取消権も認めら
れています。さらに、追

つい

認
にん

権
けん

（一応有効だけれども取り消すことができる場合に、こ

の取消権を放棄して完全に有効にすることを「追認」といいます）も認められていま
す。追認は、法定代理人等がする場合を除いて、取消しの原因となっていた状

H20

H25

H28
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況が消滅した後でなければ、することができません（124条）。

このことは、次のSec.3で学習する詐欺・強迫の場合でも同様です。

5 取り消すことができる者
　契約などを取り消すことができるのは、未成年者である本人、法定代理人、成
年者となった本人です。未成年者である本人自身も取り消すことができるとい
う点に注意しておきましょう。

契約などによっていったん生じた義務が、取消しによってなくなるわ
けですから、未成年者自身が行っても特に問題ないからです。なお、こ
のことは、他の制限行為能力者についても同様です。

成年後見制度  重要3
　ここでは、次の「３つのタイプ」の成年後見制度について、判断能力の程度
のイメージをつかんでおきましょう。
　いずれも、判断能力が低いので保護する必要がありますが、判断能力の程度
に応じて、本人の意思も尊重したほうがよいですよね。そこで民法は、保護を
しながらも、本人の意思の尊重との調和を図っています。

成年後見制度理解しよう

判断能力の
程度 ３つのタイプ 自己決定はどの程度

尊重できるか

高い

低い

●被補助人（3）《例  軽い精神障害》
●被保佐人（2）
●成年被後見人（1）《例  重い認知症》

尊重できる

尊重できない
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1 成
せい

年
ねん

被
ひ

後
こう

見
けん

人
にん

⑴　成年被後見人となるには、まず、①精神上の障害によって事
じ

理
り

を弁
べん

識
しき

する
能力を欠く常

じょう

況
きょう

にあることが必要です。つまり、重度の認知症など、物事が
よくわかっていないのが普通の状態である人ですね。そのうえで、家庭裁判
所に対して、一定の者（本人、配偶者など）が審判を求めます。それを受け、②
家庭裁判所が「後見開始の審判」を行います。その審判を受けた人が、成年
被後見人というわけです（７条）。
⑵　成年被後見人は、判断能力が非常に乏しいため、民法は、成

せい

年
ねん

後
こう

見
けん

人
にん

とい
う保護者をつけています（８条）。成年後見人は、成年被後見人に代わって（＝
「代理して」）契約などを締結します。つまり、成年後見人は、民法によって代
理権が与えられた法定代理人ということになります（859条１項）。ただし、成年
後見人が、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物またはその
敷地について、売却、賃貸、賃貸借の解除または抵当権の設定その他これら
に準ずる処分をするには、家庭裁判所の許可を得なければなりません（859条の
３）。成年被後見人にとって、自分が住んできた場所は、療養し、看護を受け、
精神状態の回復を図ったりするのに重要な意味があるからです。なお、この
ことは、保佐人（876条の５第２項）や補助人（876条の10）に代理権が与えられた場合
においても同様です。
⑶　成年被後見人自身が単独で契約の締結などの法律行為をすることは、原則
として、できません。もし成年被後見人がその行為をしたとき、それは、取
り消すことができます（９条）。そして、判断能力が非常に乏しいのですから、
たとえ保護者が同意を与えた場合でも、取り消すことができます。しかし、本
人の意思を尊重する意味から、１人でできるような日用品の購入など日常生
活に関する行為は、取り消すことができません（９条ただし書）。

⑶にあるように「保護者が同意を与えた場合でも取り消すことができ
る」とは、同意に意味がない、つまり、保護者に同意権がないという
ことを表しています。

⑷　成年後見人には、代理権のほか、取消権、追認権があります。なお、同意
権はありません。

H22・26・28

H20・26

H20
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2 被
ひ

保
ほ

佐
さ

人
にん

⑴　被保佐人とは、①精神上の障害によって事理を弁識する能力が著しく不十
分な者で、さらに、②家庭裁判所による「保佐開始の審判」を受けた者のこ
とです（11条）。
⑵　被保佐人の保護者のことを保佐人といいます（12条）。
⑶　被保佐人は、判断能力が著しく不十分ですから、次の重要な財産上の行為
（ただし、日用品の購入など日常生活に関する行為については除きます）については、
保佐人の同意が必要です。
　　そして、同意が必要なのにそれを得なかったときは、契約などを取り消す
ことができます（13条）。

次の表中のどんなものが「重要な財産上の行為」にあたるのか、覚え
ておきましょう。❼の「５年」「３年」を「超える」という点には注意。
例えば、「ちょうど５年」は含まれません。

試験に出る！
POINT整理 保佐人の同意を要する重要な財産上の行為

1 利息・賃料などを生ずる財産の返還を受け、またはさらに元本として
貸与等をすること

2 借財または保証をすること

3 不動産（土地・建物）やその他の重要な財産（自動車等）の売買等

4 相続を承認（資産・負債をそっくり引き継ぐこと）し、もしくは放棄する
こと、または遺産の分割をすること

5
贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、
または負担付遺贈を承認すること

6 新築・改築・増築・大修繕の契約をすること

7
土地（山林を除く）の５年を超える賃貸借、建物の３年を超える賃貸借を
すること
　 土地であれば５年以内・建物であれば３年以内の賃貸借の場合、同意は不要

H28

H22
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　　なお、「保佐人の同意を必要とする行為」について、保佐人が、被保佐人の
利益が害されるおそれがないのに同意をしないときは、家庭裁判所は、被保
佐人の請求に基づいて、保佐人の同意に代わる許可を与えることができます
（13条３項）。また、次の３の「被補助人」についても、同意を要する場合につ
いて、同様の規定があります（17条３項）。

不当な不同意から、被保佐人等を守ってあげるためです。

⑷　保佐人には、重要な財産上の行為について、同意権・取消権・追認権があ
ります。代理権は原則として与えられていないのですが、「特定の法律行為」
については、当事者が望むならば、審判によって保佐人に代理権を与えるこ
とができます（876条の４）。

3 被
ひ

補
ほ

助
じょ

人
にん

⑴　被補助人とは、①精神上の障害によって事理を弁識する能力が不十分であ
り、そして②家庭裁判所による「補助開始の審判」を受けた者のことです（15
条）。例えば、軽度の認知症で、１人では高額な物の取引をするのが不安とい
う人が、補助をしてほしいと望めば、審判によって補助してもらうことがで
きるということです。
⑵　被補助人の保護者は、補助人といいます（16条）。
⑶　どういう形で保護してもらうかは、自分の希望に従って選択できます。ど
の場合でも家裁の審判は必要ですが、不動産の売却などの「特定の法律行為」
を定め、その行為については、①同意が必要として補助してもらったり、ま
た、②代理して契約などをしてもらうという形であったり、さらに、③同意
と代理の両方という形で補助してもらうということもＯＫです（17条、876条の
９）。したがって、被補助人が法律行為を行うにあたって、常に補助人の同意
が必要というわけではありません。そして、①か③の場合で、補助人の同意
が必要な行為であるのにかかわらず、被補助人がその同意なしに行った場合
には、取り消すことができます（17条４項）。

H20

H22

H28
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制限行為能力者の取消しとその効力4

　未成年者であるＡ君は、法定代理人の同意を得ずに、Ａ君所有の土地
をＢさんに売却し、さらにＢさんは、事情を知らないＣさんにその土地
を転売し、移転登記も完了した｡ その後、Ａ君は自分が未成年者である
ことを理由に、Ｂさんとの契約を取り消した。
　このとき、Ａ君は、Ｃさんから土地を返してもらえるのだろうか？

出題出題されるされる

具体例具体例

　この場合、Ａ君は売主、Ｂさんは買主となり、Ａ君もＢさんもＡＢ間の契約
の当事者です。それに対してＣさんは第三者、つまり、「当事者以外の者」とな
ります。法律上、ある事実を知らないことを善意、逆に、ある事実を知ってい
ることを悪意といいます。そして、この場合の当事者であるＡＢ間の事情を知
らないＣさんを、善意の第三者といいます。
　それでは、Ａ君は、Ｃさんに対して、「Ｂさんとの契約は取り消したから、Ｂ
さんの土地ではなかったことになるし、ましてやＣさんの土地でもないよ」と
言うことができるのでしょうか？
　制限行為能力者Ａ君の取消しは、善意の第三者Ｃさんにも対抗（主張）する
ことができるというのが、ここでの結論です。

制限行為能力者を守ってあげる必要性は高いのですから、誰に対して
も取消しの効果を主張することができるのです。

取引の相手方の保護および法律関係安定のための制度5
　例えば、未成年者Ａ君が法定代理人の同意を得ないで、Ｂさんと、Ａ君所有
の土地について売買契約を締結したとします｡
　この場合に、相手方のＢさんは、「契約をいつ取り消されるかわからない…」
という、不安定な立場にあるといえます。このような相手方の立場を解消する
ために、次の1～4の４つの仕組みが設けられています。
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1 相手方の催告権（20条）
　催告とは、先の「具体例」でいえば、例えば、相手方のＢさんが、Ａ君の法定
代理人に対して、「取り消すのか追認するのか、はっきりしろ」と確答を促すこと
です。Bさんは、１ヵ月以上の期間を定めて、制限行為能力者側に確答するよう促
します。ここでのポイントは、催告を受けた者が催告を放置した場合の効果です。

【催告とその効果】

「追認した」ものとみなす

「取り消した」ものとみなす

法定代理人

行為能力者と
なった本人

催告の相手方 期間内に確答を発しないとき

契
約
の
相
手
方

成
年
被
後
見
人

未　
成　
年　
者

●保佐人
●補助人被　

補　
助　
人

被　
保　
佐　
人

行為能力者と
なった本人

●被保佐人本人
●被補助人本人

　催告を受けたのに放置したことが、現状をそのままにしておく意思があると扱
えるかどうかが、「追認みなし」なのか「取消しみなし」なのかの分かれ目です。
例えば、ちゃんと判断できるはずの親（法定代理人）が、催告を受けたのに放置し
た場合は、現状維持と考えている、つまり、「追認した」とみなしてよいのです。

2 詐
さ

術
じゅつ

を用いた場合（21条）
　制限行為能力者が、書類を偽造したりして、行為能力者であると信じさせる
ための詐術（だます手段）を用い、相手方が問題ないと信じた場合は、制限行為
能力者であることを理由にその行為を取り消すことはできません。

このような者はズルく、保護に値しないからです。

H20・28
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3 取消権の期間の制限（126条） 　　　　
　追認することができる時から（　 行為能力者になってから）５年、行為のあっ
たときから20年のいずれか早い時が経過すると、もはや取り消すことができな
くなります（なお、このことは後で学習する詐欺・強迫の場合も同様です）。これは、
法律関係を安定させるためです。

4 法定追認（125条）
　法定追認とは、追認をしたわけではないけれども、契約の完全有効を前提にし
たような行為をしたときは、追認と同じ効果が生じるというものです。これも法
律関係を安定させるための仕組みです。
　法定追認と認められるのは、追認することができる時から、異議をとどめずに、
次のような行為をした場合です。

① 債務の一部または全部の履行
② 相手方に履行を請求した場合
③ 取得した権利の一部または全部の譲渡をした場合　等

　①の履行とは、例えば、契約を結んだ結果として、生じた義務を果たすという
ことです。履行することは、「契約が完全に有効」であることを前提にした行動
ですよね。なお、②③の場合も同様です。

重要

例

いますぐ
解く！わかって合

うう

格
かか

る へ問150厳選過去問プレミアム
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 解説中、例えば わかって合格る  第1編  Chap. 2 Sec. 22  は、第１編 Chapter2 - Section2を表します

今年の出題が予想される事項とズバリ論点が重なる“選
りすぐられた過去問・計 50問”です。問題の配列は、効
果的な学習の順序に合わせたことから本試験とは異なり
ますが、本試験と同じ出題分野・項目で構成されていま
す。この 50問を通じて、問題解決力をイッキにアップ
させることができます。しっかり取り組んで、“合格力”
を養成しましょう !!

今年の出題予想を徹底カバー !!

プレミアム

厳 選
過去問

50

第４編.indb   623第４編.indb   623 2018/11/26   12:55:122018/11/26   12:55:12



第４編.indb   624第４編.indb   624 2018/11/26   12:55:122018/11/26   12:55:12



50厳選過去問プレミアム
過去問

　 ここに注目！

わかって合
うう

格
かか

る   第1編  Chap. 1 Sec. 2解 説

問1  制限行為能力者制度

肢４のように、「常に」が出てくれば「×」ではないか、とまずは疑ってみま
しょう。これは “解法のヒント ”の一種です。

１　 　 未成年者が婚姻をすれば成年に達したものとみなされますが、独身の未成年者
が、本肢のような土地の売買契約などの法律行為をするには、原則として、その
法定代理人の同意が必要です。

２　 　 居住の用に供する建物等について、売却等をするには、家庭裁判所の許可が必要で
す。

３　 　日用品の購入等日常生活に関する行為については、保佐人の同意は不要です。
４　 　 同意が必要なのは、補助人の同意を得なければならない旨の審判がなされた行

為だけ。
〔  正解　２  〕

制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいもの
はどれか。
１　土地を売却すると、土地の管理義務を免れることになるので、婚姻してい
ない未成年者が土地を売却するに当たっては、その法定代理人の同意は必要
ない。
２　成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住している建
物を売却するためには、家庭裁判所の許可が必要である。
３　被保佐人については、不動産を売却する場合だけではなく、日用品を購入
する場合も、保佐人の同意が必要である。
４　被補助人が法律行為を行うためには、常に補助人の同意が必要である。

H22－問1
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50厳選過去問プレミアム
過去問

問2  代　理

わかって合
うう

格
かか

る   第1編  Chap. 1 Sec. 4解 説

　 ここに注目！

代理は毎年出てもおかしくない重要分野です。なぜなら、宅建業に関わる者にとっ
て、必要不可欠な知識だからです。今年は、無権代理の基本的な法律関係である「相
手方の保護の手段」に関して、しっかり準備しておきましょう。

１　 　 Ｃが、Ａが代理権を与えられていないことを知り（悪意）、又は過失によって知
らなかった（善意有過失）ときは、代理権授与表示の表見代理は成立しません。

２　 　 甲土地を売り渡す具体的な代理権がＡにあると、Ｃが信ずべき正当な理由があ
る本件売買契約では、権限外の表見代理が成立します。

３　 　 Ｂが追認をしない間は、Ａが代理権を有しないことをＣが知っていたときを除
いて、Ｃは取り消すことができます。

４　 　 Ｂが本件売買契約を追認しない場合、Ａは、Ｃの選択に従い、善意無過失のＣ
に対して契約履行又は損害賠償の責任を負います。

〔  正解　１  〕

ＡはＢの代理人として、Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結し
た。しかし、Ａは甲土地を売り渡す代理権は有していなかった。この場合に関す
る次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。
１　ＢがＣに対し、Ａは甲土地の売却に関する代理人であると表示していた場
合、Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権はないことをＣが過失により知ら
なかったときは、ＢＣ間の本件売買契約は有効となる。
２　ＢがＡに対し、甲土地に抵当権を設定する代理権を与えているが、Ａの売
買契約締結行為は権限外の行為となる場合、甲土地を売り渡す具体的な代理
権がＡにあるとＣが信ずべき正当な理由があるときは、ＢＣ間の本件売買契
約は有効となる。
３　Ｂが本件売買契約を追認しない間は、Ｃはこの契約を取り消すことができ
る。ただし、Ｃが契約の時において、Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権
がないことを知っていた場合は取り消せない。
４　Ｂが本件売買契約を追認しない場合、Ａは、Ｃの選択に従い、Ｃに対して契
約履行又は損害賠償の責任を負う。ただし、Ｃが契約の時において、Ａに甲土
地を売り渡す具体的な代理権はないことを知っていた場合は責任を負わない。

H18－問2
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50厳選過去問プレミアム
過去問

問3  債務不履行・契約の解除

わかって合
うう

格
かか

る   第1編  Chap. 2 Sec. 1解 説

　 ここに注目！

契約の解除に関しては、解除の当事者間での効果、および、第三者との関係に関し
てしっかり押さえておくべきです。いつ出てもおかしくない重要テーマです。

１　 　 契約の解除をもって、第三者の権利を害することはできません。ただし、第三
者は、その善意・悪意を問わないが、登記などの対抗要件を備えることが必要。

２　 　 解除されたとき、各当事者は、その相手方に対する原状回復義務を負います。そ
して、給付された物などから生じた果実や使用利益も返還すべきとされています。

３　 　 解除による双方の原状回復義務は、同時履行の関係にあります。
４　 　 解除した債権者は、契約を解除しても、損害が生じていれば、損害賠償請求をす

ることができます。そして、この損害賠償請求権は、債務不履行によって発生し
たものであり、「通常損害」（相当因果関係にある損害）の賠償請求が可能です。し
たがって、「相当な範囲内」であれば、Ｂに損害賠償を請求することができます。

〔  正解　１  〕

売主Ａは、買主Ｂとの間で甲土地の売買契約を締結し、代金の３分の２の支
払と引換えに所有権移転登記手続と引渡しを行った。その後、Ｂが残代金を支
払わないので、Ａは適法に甲土地の売買契約を解除した。この場合に関する次
の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。
１　Ａの解除前に、ＢがＣに甲土地を売却し、ＢからＣに対する所有権移転登
記がなされているときは、ＢのＡに対する代金債務につき不履行があること
をＣが知っていた場合においても、Ａは解除に基づく甲土地の所有権をＣに
対して主張できない。
２　Ｂは、甲土地を現状有姿の状態でＡに返還し、かつ、移転登記を抹消すれ
ば、引渡しを受けていた間に甲土地を貸駐車場として収益を上げていたとき
でも、Ａに対してその利益を償還すべき義務はない。
３　Ｂは、自らの債務不履行で解除されたので、Ｂの原状回復義務を先に履行
しなければならず、Ａの受領済み代金返還義務との同時履行の抗弁権を主張
することはできない。
４　Ａは、Ｂが契約解除後遅滞なく原状回復義務を履行すれば、契約締結後原
状回復義務履行時までの間に甲土地の価格が下落して損害を被った場合でも、
Ｂに対して損害賠償を請求することはできない。

H21－問8
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